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東京 
 
１．７月２日、「平和と繁栄の回廊」構想に関する第３回４者協議閣僚級会合が東京

で開催された。この会合は高村正彦日本国外務大臣が主催し、サミール・アブダッラ

ー・パレスチナ自治政府計画庁長官、ギデオン・エズラ・イスラエル環境保護相、サ

ラーハッディーン・アル・バシール・ヨルダン・ハシェミット王国外相の出席を得て

行われた。 
 
２．４者は、イスラエルと共存共栄する自立可能なパレスチナ国家の樹立に貢献する

この構想に対し、改めて強いコミットメントを確認した。４者は、パレスチナ人の生

活状況を改善し、和平プロセスを推進させる緊急の必要性を認識しつつ、この構想の

重要性を強調した。この構想は雇用創出等を通じて具体的な改善をもたらし、関係者

間の信頼を醸成し、ひいてはあらゆる関係者に希望を与えうるものである。 
 
３．本会合において、４者は本構想におけるこれまでの進展を確認し、歓迎するとと

もに、以下について認識を共有した。 
 
（１）農産業団地の建設地 
計画中の農産業団地の建設地は、ジェリコのＡ地区から開始され、将来的には近接

する地域に拡大されうる。このＡ地区の一部の用地収用は既にパレスチナ自治政府に

より決定された。その他の用地収用はフィージビリティ・スタディ（Ｆ／Ｓ）の結果

に基づき決定される。農産業団地に関するこのＦ／Ｓはイスラエルの協力により既に

Ａ地区及び近接する地域双方において開始されている。 
 
（２）農産業団地の開発 
国際協力機構（ＪＩＣＡ）が実施している農産業団地に関するＦ／Ｓの調査団は、

農産業団地の将来像（グランド・デザイン）及び基礎的インフラのアイデアを提示し

た。Ｆ／Ｓは２００８年１１月に終了し、パレスチナ人に裨益する基礎的インフラを

整備するプロジェクトは、パレスチナ自治政府、日本、及びパレスチナ、イスラエル、

ヨルダンの民間部門を含む関係者間の密接な調整の下で、可能な限り２００９年の早

期に実施が開始される。高村外務大臣は、農産業団地の将来像に関し、４者の今後の

決定に基づき、適切なプロジェクトに対し政府開発援助（ＯＤＡ）を供与する用意が

ある旨表明した。これと並行して４者は、農産業団地の開発に国際的及び地域的開発

基金を関与させるべく、最大限の努力を行う意図を確認した。 
 
 



（３）地域協力と官民パートナーシップ（ＰＰＰ） 
 ４者は、本構想の具体化には地域協力が必要不可欠であることを改めて確認し、こ

れを最大限推進していくことを確認した。また４者は官民パートナーシップの重要性

を強調した。この関連で、パレスチナ経済の開発に向けたパレスチナ自治政府のオー

ナーシップの重要性も強調された。また、農産業団地建設におけるパレスチナ民間部

門の参加も慫慂される。 
 
（４）アクセス 
４者は、安全上の懸念だけでなく、経済的な効率性について十分な考慮を払いつつ、

農産業団地の建設地からヨルダンへのアクセス・ルートを協議してきている。 
 
（５）４者による農業技術協力 
 西岸における農業生産性と輸出の改善に向けた「４者による農業技術協力」計画が

立ち上げられた。２００８年から２０１０年の期間、イスラエル（ＭＡＳＨＡＶ）に

より実施される地域的技術協力プログラムの開始に向け、６月に４者による高級事務

レベル会合が開催された。４者は、節水、小規模家畜、マーケティング及び収穫後管

理、高付加価値農産物生産を中心とし、関係省庁により署名されるプロジェクト・ド

キュメントの作成に貢献することが期待されている。そのため、７月中にも、プロジ

ェクト・ドキュメントの詳細について協議するため、２回目の実務者協議を行うこと

が合意された。 
 
（６）日本の貢献 
 日本政府は、既に農業用井戸や灌漑設備の修復、農業技術協力プロジェクト、ジェ

リコ＝タイベ道路整備等、いくつかの側面支援プロジェクトを実施してきている。ヨ

ルダン、パレスチナ自治政府及びイスラエル各代表は、この地域の平和と繁栄を促進

しようとする日本のコミットメントに対し謝意を表明した。高村外務大臣はこのよう

な側面支援プロジェクトに対し、引き続きＯＤＡを供与していく意図を確認した。 
 
（７）他の３者の貢献 
 ４者はまた、水資源や環境の分野における協力や、２００８年５月にベツレヘムで

開催されたパレスチナ投資会議など、様々な関連プロジェクトや協力、試みを、構想

の成功に貢献するものとして歓迎した。 
 
４．４者は今後も様々なレベルで協議を続けていくことで一致するとともに、次回の

４者協議事務レベル会合を、秋頃にも現地で開催することを確認した。イスラエル、

ヨルダン、パレスチナ自治政府の各閣僚は日本の取組への謝意を表明するとともに、

この重要な構想を具体化するに当たり様々な困難を乗り越えていく決意を表明した。 
 

（了） 


